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第 1 章 経営戦略の策定 

 
1.1 経営戦略とは 

経営戦略は、経営の健全化と経営基盤の強化による事業経営の持続を基本⽅針とし、
取組み項⽬の実現により経費縮減と料⾦・使⽤料の収⼊確保を図り、将来にわたり安⼼・
安全で持続可能な⽔道事業の確⽴を⽬指すための基本的な戦略です。 

その中⼼となる「投資・財政計画」は、施設・設備に関する投資の⾒通しを試算した
計画と財源の⾒通しを試算した計画を構成要素とし、投資以外の経費も含めた上で、収
⼊と⽀出が均衡するよう調整した収⽀計画となります。 
 総務省では、各公営企業が将来にわたって住  活に重要なサービスの提供を安定的
に継続することが可能となるよう、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」
（平成 26 年 8 ⽉ 29 ⽇付け総財公第 107 号、総財営第 73 号、総財準第 83 号、総務省
 治財政局公営企業課 、同公営企業経営室 、同準公営企業室 通知）や「経営戦略
の策定推進について」（平成 28 年１⽉ 26 ⽇付け総財公第 10 号、総財営第 2 号、総財
準第４号、総務省⾃治財政局公営企業課 、同公営企業経営室 、同準公営企業室 通
知）を発出し、各地⽅公共団体に対して「経営戦略策定ガイドライン」を⽰し、令和 2
年度までの「経営戦略」策定を要請しています。 
 このことから、⾚平市としては今後の⼈⼝減少社会における公営企業の経営及び⾏政
のあり⽅、その中での公営企業に求められる役割を明らかにして、他の施策と連携して
⼀体的にまちづくりをしていく必要があります。そのため、今回⽔道事業の『経営戦略』
を策定することとしました。 
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1.2 経営戦略の計画期間 
計画期間は、総務省「経営戦略策定・改定ガイドライン」により、事業の特性、

個々の団体・事業の普及状況、施設の⽼朽化状況、経営状況等を踏まえて 10 年以上の
合理的な期間を設定することが必要とされています。 

⾚平市では、現時点で投資計画の確定（現⾏投資計画）している 2020 年（令和 2
年）から 2022 年（令和 4 年）までの 3 年間と更新投資平準化（平準化年）を予定し
ている 2023 年（令和 5 年）から 2042 年（令和 24 年）までの 20 年間の内の 2023 年
（令和 5 年）から 2032 年（令和 14 年）の実施計画 10 年間を含めた 13 年間を経営戦
略計画期間と設定します。 

ただし、計画策定に当たっての将来の｢投資・財政計画｣に係る財政シミュレーショ
ンについては、アセットマネジメントで実施している財政収⽀計画期間に基づき 2020
年（令和 2 年）から 2042 年（令和 24 年）までの 23 年間で実施します。 

なお、事業運営の⽅策を計画的に推進するため、事業開始となる 2023 年（令和 5
年）から５カ年の実績評価を⾏い、後期５カ年の計画をフォローアップし、10 年後で
は、事業実施済の分析と評価を⾏い、事業計画の⾒直しを⾏います。 
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図 1-1 計画期間 

財政シミュレーション期間 
2020 年から 2042 年までの 23 年間 

財政収⽀計画期間（23 年） 
現⾏投資計画 2020 年から 2022 年（3 年）+平準化年 2023 年から 2042 年（20 年） 

実施計画（10 年） 
2023 年 2032 年 

現⾏投資計画（3 年） 
2020 年 2022 年 

経営戦略計画期間：13 年間 

平準化年 
計画事業 2023 年 2042 年（20 年） 

実施計画（10 年） 
2033 年 2042 年 
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1.3 経営戦略策定の背景 
厚⽣労働省は、2004 年（平成 16 年）6 ⽉に⽇本の⽔道事業の⽬標となる将来像と具

体的な施策・⼯程を⽰した「⽔道ビジョン」を策定し、2008 年（平成 20 年）７⽉にこ
れを改訂しました。その後、東⽇本⼤震災の経験を教訓にした、より災害に強い持続可
能な⽔道の実現と、⽇本の総⼈⼝の減少予測を初めとする⽔道事業を取り巻く環境の⼤
きな変化に対応するために、⽔道ビジョンの全⾯的な⾒直しを⾏い、2013 年（平成 25
年）3 ⽉に新たな「新⽔道ビジョン」を策定しました。 

また、2014 年（平成 26 年）8 ⽉、総務省より、独⽴採算制を基本原則とする公営企
業に対して、⼈⼝減少等に伴う収益構造の変化や⽼朽化に伴う管路等の⼤量更新期の到
来等により経営環境の厳しさが増す状況下でも、将来にわたり安定的なサービスの提供
を実現するための中 期的な経営の基本計画である「経営戦略」の策定が要請されてお
ります。 

少⼦⾼齢化に伴う⼈⼝減少社会や、節⽔機器の普及による⽔需要の減少により⽔道料
⾦収⼊の減少が予想される⼀⽅、災害に強い施設の整備には多額の費⽤が必要です。ま
た、 度経済成 期に整備された管路や施設の 朽化が進んでおり、増 する更新需要
に対応することが必要であり、⽔道事業を取り巻く環境は年々厳しさを増してきていま
す。 

以上により、⽔道事業を引き続き持続可能な⽔道事業経営の実現のためには、経営戦
略を策定し、経営の健全化と経営基盤の強化に取り組んでいく必要があります。 
 

 
図 1-2 【新⽔道ビジョン】⽔道の理想像 厚⽣労働省より 
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図 1-3 【経営戦略のイメージ】総務省より 
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第 2 章 事業概要 

 
2.1 ⽔道事業の⽬的 

⽔道事業は、⽔道法第 1 条総則により「⽔道の布設及び管理を適正かつ合理的ならし
めるとともに、⽔道の基盤を強化することによつて、清浄にして豊富低廉な⽔の供給を
図り、もつて公衆衛⽣の向上と⽣活環境の改善とに寄与することを⽬的とする(昭五⼆
法七三・平三〇法九⼆・⼀部改正)」とされております。 

 
2.2 事業概要 
（1）⾚平市⽔道事業の沿⾰ 

⾚平市⽔道事業は、表 2-1 に⽰すように 1953 年（昭和 28 年）に計画給⽔⼈⼝ 10,650
⼈、計画 1 ⽇最⼤給⽔量 1,917  /⽇で創設され、8 回の拡張を経て現在、計画給⽔⼈
⼝ 19,000 ⼈、計画 1 ⽇最⼤給⽔量 9,000  /⽇に⾄っています。 

 
表 2-1 ⾚平市⽔道事業の沿⾰ 

名称 
認可 計画 

事業概要 （届出） 給⽔⼈⼝ 1 ⽇最⼤ 
年⽉⽇ （⼈） 給⽔量 

( /⽇） 
創設 S28.10.30 10,650 1,917 ⽔源：伏流⽔、⾚平市街 

設計変更 S29.3.31 10,650 1,908 第 1 浄⽔場 急速沈殿⽅式 

第 1 次拡張 S31.10.25 15,000 2,700 茂尻市街拡張 

第 2 次拡張 S35.12.28 25,000 2,700 百 拡張 

第 3 次拡張 S36.12.28 24,000 5,100 ⽂京町、若⽊町、桜⽊町、昭和町拡
張 

浄⽔⽅法変更 S39.9.3 24,000 5,100 第 2 浄⽔場新設 

第 4 次拡張 S43.6.3 22,000 5,100 豊⾥地区拡張（豊⾥砿閉⼭） 

第 5 次拡張 S45.2.12 22,000 5,100 茂尻地区拡張（茂尻砿閉⼭） 

第 6 次拡張 S50.3.31 22,000 6,050 幌岡、共和地区拡張（⾚間砿閉⼭） 

第 7 次拡張 S54.9.8 22,000 6,050 豊⾥、茂尻、平岸各⼀部拡張 
（農村地区） 

第 8 次拡張 H8.5.8 19,000 9,000 住友、 豊 、百  、百 東、平
岸東拡張（住友⾚平砿閉⼭） 
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（2）⾚平市⽔道事業の現在の状況 
⾚平市⽔道事業の 2019 年（令和元年）実績は、現在給⽔⼈⼝ 9,607 ⼈、実績⼀⽇

最⼤給⽔量 4,532  /⽇となっております。 
 ⽔源は、空知川の河川表流⽔で、取⽔施設 1 箇所、浄⽔場 1 箇所、配⽔池 6 箇所で
あり、急速ろ過により浄⽔し給⽔しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施 設 名 概   要 備 考 
取⽔施設 ⽯狩川⽔系空知川 

許可⽔量 0.097  /s 
導⽔ポンプ 3 台 
φ150×3.438  /min×22ｍ×22kw 

⾚平市浄⽔場 浄⽔⽅法：急速ろ過 
計画浄⽔量：Q=9,000  /⽇ 

 

主配⽔池 構造：PC 造 
容量：V=1,600   

⾚間区、幌岡共和⼯業地区、
⾚平市街地へ配⽔ 

⾒晴配⽔池 構造：RC 造 
容量：V=800   

豊⾥昭和・⽂京地区へ配⽔ 

住友配⽔池 構造：PC 造 
容量：V=843   

住友地区へ配⽔ 

茂尻配⽔池 構造：RC 造 
容量：V=800   

茂尻元町・百 地区へ配  

栄町配⽔池 構造：RC 造 
容量：V=640   

茂尻⾼台（栄町）地区へ配⽔ 

平岸配⽔池 構造：PC 造 
容量：V=1,000   

平岸地区へ配⽔ 

図 2-1 ⾚平市⽔道施設概要図 

主配⽔池 

⾚平市浄⽔場 

住友配⽔池 

取⽔施設 
⾒晴配⽔池 

茂尻配⽔池 

平岸配⽔池 
栄町配⽔池 

連
絡

管
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（3）料⾦体系 
⾚平市での直近の⽔道料⾦の改定は、2008 年（平成 20 年）5 ⽉ 1 ⽇に⾏い、その

後は消費税による料⾦改定を⾏い現在に⾄っています。 
料⾦改定の背景には、企業債償還⾦及び建設改良費の資⾦不⾜により、事業会計に

不良債務が発⽣したためです。 
 
表 2-2 ⽔道料⾦表 

区 分 ⼝ 径 1 ヶ⽉の 
基本⽔量 

基本料⾦ 超過料⾦ 
（1  ） 

計量専
⽤栓 

家庭⽤ 5   838 円 288.1 円 
8   1,864.5 円 

業務⽤ 16   4,153.5 円 16  を超え 1,000  ま
での分 

290.19 円 

1,000  を超える分 275.52 円 
⼤⼝業務⽤ 10,000   1,265,000 円 176 円 
浴場⽤ 100   8,580 円 121 円 

特別軽
量栓 

臨時⽤ 10   9,515 円 858 円 

⾚平市⽔道条例第 34 条（令和元年 10 ⽉ 1 ⽇施⾏） 
 
【資料】2008 年（平成 20 年）5 ⽉ 1 ⽇施⾏ 新旧対⽐表 

 改定前 改定後 改定率 
区
分 

⼝ 径 1 ヶ⽉の
基本⽔量 

基本料⾦ 
（円） 

超過料⾦ 
（1  ） 

基本料⾦ 
（円） 

超過料⾦ 
（1  ） 

基本 
料⾦ 

超過 
料⾦ 

計
量
専
⽤
栓 

家庭⽤ 
5   756 

262.5 
800 

275 
1.058 

1.048 
8   1,701 1,780 1.046 

業務⽤ 16   3,780 262.5 3,965 
16  ＜

1,000   277 
1.049 

1.055 
＜1,000

  263 1.002 
⼤⼝業
務⽤ 

10,000
  1,207,500 168 1,207,500 168 1.00 1.00 

浴場⽤ 100   8,190 115.5 8,190 115.5 1.00 1.00 
特
別
軽
量
栓 

臨時⽤ 10   9,082.5 819 9,082.5 819 1.00 1.00 
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2.3 これまでの主な経営健全化の取組み 
これまでの⽔道事業の経営健全化に向けた主な取組みは、次のとおりです。 
 

表 2-3 主な取組み 
管路耐震化・更新計画 平成 29 年度に⾚平市内の管路について、耐震化及び更

新計画を策定し、更新が必要な管路の管種、⼝径及び優先
順位を定めて更新計画を策定しています。 

重要給⽔施設配⽔管路の設定、管路⼝径のダウンサイジ
ングの検討及び資⾦調達のための国庫補助事業の導⼊検討
を⾏っています。 

広域連携 令和元年度に内閣府の補助事業により「上下⽔道⼀体の
広域連携による公共施設等運営事業可能性調査」を実施
し、経営改善可能性の⽐較を⾏っています。 

 間活  浄 場の運転管理を 間委託しています。メータ検針及
び料⾦収納は個別委託を実施しています。 
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2.4 経営⽐較分析表を活⽤した経営分析 
公営企業は、施設等の⽼朽化に伴う更新投資の増⼤や、⼈⼝減少に伴う料⾦収⼊の減

少等により、経営環境は厳しさを増しており、中 期的な計画に基づく経営基盤強化に
取り組むことにより、必要な住 サービスを安定的に継続することが必要です。 

このため、これまで以上に、経営指標を活⽤して経営の現状や課題等を的確に把握す
るとともに、市 の皆様にわかりやすく説明することが求められます。 

経営指標を活⽤した分析は、各公営企業の現状を適切に把握するとともに、今後の施
策を検討する際の重要な情報になることから、本市においても「経営⽐較分析表」を策
定し、公表しております。 
 
（1）経営の健全性・有効性 
①経常収⽀⽐率（％） 

 

②累積⽋損⾦⽐率（％） 

 
③流動⽐率（％） 

 

④企業債残⾼対給⽔収益⽐率 

 
図 2-2 経営⽐較分析表（1） 

 
令和元年度の⾚平市⽔道事業については、①経常収⽀⽐率（単年度経常収⽀）及び

③流動⽐率（短期債務に対する⽐率）がそれぞれ 100％を超えていること、②累積⽋
損⾦⽐率は累積⽋損⾦が発⽣していないことから 3 指標については健全数値となって
おります。 
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⑤料⾦回収率（％） 

 

⑥給⽔原価(円） 

 
⑦施設利⽤率（％） 

 

⑧有収率（％） 

 
図 2-3 経営⽐較分析表（2） 

 
⑤料⾦回収率については 100％を下回ったこと、⑥給⽔原価については全国平均及び

類似団体平均よりも⾼い数値となっていることから、費⽤の削減や財源確保の妥当性を
検討していく必要があります。 

また、⑧有収率については全国平均及び類似団体平均と⽐較して低い状況にあるため、
漏⽔調査を継続的に⾏い修繕し、有収率低下の抑制に努めながら管路の更新を進めてい
きます。 

施設・管路の更新、維持には多額の費⽤が必要となるため、経営の効率化等により経
費の削減を図り、料⾦改定の必要性及び⽼朽化施設の有⽤性を検討し、経営健全化に取
り組んでいく必要があります。 
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（2）⽼朽化の状況 
①有形固定資産減価償却率（％） 

 
 

②管路経年化率（％） 

 
 

③管路更新率（％） 

 
 

図 2-4 経営⽐較分析表（3） 
 

⾚平市の⽔道施設は、昭和 50 年代以前に建設されているものが多く、⽼朽化が進ん
でいる状況です。②管路経年化率（法定耐 年数を超えた管路延 の割合）で⽰される
ように、全国及び類似団体平均より⾼い状況となっています。③管路更新率は全国及び
類似団体平均より⾼い状況となっています。 

今後も⽼朽化した施設・管路については、点検や補修履歴の把握と共に⽼朽化に起因
する事故の防⽌をおこない、⽔道施設の適切かつ効率的な更新を計画的に進めていく必
要があります。 
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第 3 章 将来の事業環境 
 
3.1 ⾏政区域内⼈⼝と給⽔⼈⼝の予測 
（1）過年度の⾏政区域内⼈⼝と給⽔⼈⼝ 

⾚平市の⾏政区域内⼈⼝は、2008 年（平成 20 年）では 13,258 ⼈であり、給⽔⼈
⼝は 12,882 ⼈となっております。2019 年（令和元年）では、⾏政区域内⼈⼝ 9,910
⼈、給⽔⼈⼝ 9,607 ⼈であり、2008 年（平成 20 年）に対して、⾏政区域内⼈⼝で
74.7％（25.3％減少）、給⽔⼈⼝で 74.6％（25.4％の減少）となっています。 
 

表 3-1 過年度（実績）の⾏政区域内⼈⼝と給⽔⼈⼝ 
 和暦 H20 H21 H22 H23 H24 H25 
  暦 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 

⾏政区域内⼈⼝（⼈） 13,258 12,877 12,508 12,234 11,884 11,545 
給⽔⼈⼝（⼈） 12,882 12,525 12,162 11,902 11,565 11,241 

 

和暦 H26 H27 H28 H29 H30  R1 
 暦 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 

⾏政区域内⼈⼝（⼈） 11,217 10,883 10,702 10,369 10,108 9,910 
給⽔⼈⼝（⼈） 10,973 10,591 10,411 10,121 9,883  9,607 

 
 

 
図 3-1 過年度（実績）の⾏政区域内⼈⼝と給⽔⼈⼝ 
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⾏政域内 13,258 ⼈ 
給⽔⼈⼝ 12,882 ⼈ 

⾏政域内 9,910 ⼈ 
給⽔⼈⼝ 9,607 ⼈ 

⾏政域内 25.3％減少
給⽔⼈⼝ 25.4％減少
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（2）将来の⾏政区域内⼈⼝と給⽔⼈⼝の予測 

 ⾚平市の⾏政区域内⼈⼝の予測は、「⾚平市⼈⼝ビジョン（令和 2 年 3 ⽉）」を⽤
い、給⽔⼈⼝は 2019 年（令和元年）の給⽔⼈⼝と⾏政区域内⼈⼝との⽐率により求
めると下記に⽰すとおりとなります。 

 
表 3-2 ⾏政区域内⼈⼝と給⽔⼈⼝の予測 

 和暦 R2 R10 R18 R26 R34 R42 
  暦 2020 年 2028 年 2036 年 2044 年 2052 年 2060 年 

⾏政区域内⼈⼝（⼈） 9,570 7,592 5,904 4,513 3,432 2,574 
給⽔⼈⼝（⼈） 9,277 7,360 5,723 4,375 3,327 2,495 

※給⽔⼈⼝と⾏政区域内⼈⼝⽐率＝9,607/9,910＝96.9％（2019 年） 
 給⽔⼈⼝＝予測⾏政区域内⼈⼝×給⽔⼈⼝と⾏政区域内⼈⼝⽐率（96.9％） 
 
 ⾏政区域内⼈⼝と給⽔⼈⼝は、減少傾向を辿っています。今後も減少傾向は続くも
のと考えられます。 
 

 
図 3-2 ⾏政区域内⼈⼝と給⽔⼈⼝の予測結果 
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3.2 ⽔需要の予測 
（1）過年度の年間有収⽔量 

年間有収⽔量は、2008 年（平成 20 年）では 1,304 千 となっておりますが、
2019 年（令和元年）では、1,044 千 となっています。2008 年（平成 20 年）の有
収⽔量に対して、2019 年（令和元年）は 80.1％（19.9％減少）となっています。 

 
表 3-3 過年度（実績）の有収⽔量 

 和暦 H20 H21 H22 H23 H24 H25 
  暦 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 

年間有収⽔量（千 ） 1,304 1,262 1,239 1,180 1,201 1,187 
 

和暦 H26 H27 H28 H29 H30  R1 
 暦 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 

年間有収⽔量（千 ） 1,151 1,122 1,100 1,071 1,054 1,044 
 
 

 
図 3-3 過年度の年間有収⽔量 
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（2）将来の年間有収⽔量の予測 
⾚平市の年間有収⽔量の予測は、給⽔⼈⼝の予測値に対して 2019 年（令和元年）

の年間有収⽔量を給⽔⼈⼝で割った 1 ⼈当りの年間有収⽔量を乗じて算出していま
す。 

年間の有収⽔量は、給⽔⼈⼝の減少により、年々減少し続けて⾏きます。 
 
表 3-4 年間有収⽔量の予測 

 和暦 R2 R10 R18 R26 R34 R42 
  暦 2020 年 2028 年 2036 年 2044 年 2052 年 2060 年 

年間有収⽔量（千 ） 1,011 802 624 477 363 272 
※年間有収⽔量（2019 年実績）1,044,000  /給⽔⼈⼝（2019 年実績）9,607 ⼈ 

1 ⼈当りの年間有収⽔量＝1,044,000/9,607＝109   
年間有収⽔量＝予測給⽔⼈⼝×1 ⼈当りの年間有収⽔量（109  ） 
 

 
図 3-4 年間有収⽔量の予測結果 
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3.3 料⾦収⼊の予測 
 2019 年（令和元年）の料⾦収⼊は、2 億 4 千 6 百万円となっております。給⽔⼈⼝
の減少に対して、年間有収⽔量も減少する予測となっていることから、料⾦収⼊も減
少傾向となります。 
 料⾦収⼊は、2019 年（令和元年）の供給単価 235.8 円/ に予測した年間有収⽔量
を乗じて算出しています。 
 
表 3-5 料⾦収⼊の予測 

 和暦 R2 R10 R18 R26 R34 R42 
  暦 2020 年 2028 年 2036 年 2044 年 2052 年 2060 年 

料⾦収⼊(千円) 241,661 189,112 147,139 112,477 85,595 64,138 
※料⾦収⼊は、2019 年（令和元年）実績より、供給単価 235.8 円/ ×年間有収⽔
量。ただし、2020 年（令和 2 年）は、決算⾒込みを⽰す。 
 

 
図 3-5 料⾦収⼊の予測結果 
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3.4 施設の⾒通し 
（1）施設の健全度 

 施設の健全度は、2023 年（令和 5 年）から 2027 年（令和 9 年）の平均（5 カ年）
資産は、健全資産 57.6％、経年化資産 13.5％、⽼朽化資産 28.9％となっています。
しかし、現在のままで更新しなかった場合は、2073 年（令和 55 年）から 2077 年（令
和 59 年）の平均（5 カ年）資産で健全資産 0.0％、経年化資産 22.4％、⽼朽化資産
77.6％となります。 

 
表 3-6 施設の健全度                      単位：百万円 
 

年度 2020 年 
(現在) 

2023 
2027 年 

2028 
2032 年 

2033 
2037 年 

2038 
2042 年 

2043 
2047 年 

2048 
2052 年 

2053 
2057 年 

2058 
2062 年 

健全資産 2,100 1,872 1,433 1,347 974 909 728 439 22 
経年化資産 328 438 750 715 981 1,000 992 936 1,223 
⽼朽化資産 820 938 1,065 1,186 1,293 1,339 1,528 1,873 2,003 

計 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 
 

年度 2063 
2067 年 

2068 
2072 年 

2073 
2077 年 

2078 
2082 年 

2083 
2087 年 

2088 
2092 年 

2093 
2097 年 

2098 
2102 年 

2103 
2107 年 

健全資産 13 10 0 0 0 0 0 0 0 
経年化資産 1,127 871 726 607 409 15 11 9 0 
⽼朽化資産 2,108 2,367 2,522 2,641 2,839 3,233 3,237 3,239 3,248 

計 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 3,248 
 

年度 2108 
2112 年 

2113 
2117 年 

2118 
2122 年       

健全資産 0 0 0       
経年化資産 0 0 0       
⽼朽化資産 3,248 3,248 3,248       

計 3,248 3,248 3,248       
 
※健全資産 ：経過年数が法定耐⽤年数以内の資産額 
 経年化資産：経過年数が法定耐⽤年数の 1.0 1.5 倍の資産額 
 ⽼朽化資産：経過年数が法定耐⽤年数の 1.5 倍を超えた資産額 
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図 3-6 施設の健全度 

 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

20
20

年
20

23
 

20
27

年
20

28
 

20
32

年
20

33
 

20
37

年
20

38
 

20
42

年
20

43
 

20
47

年
20

48
 

20
52

年
20

53
 

20
57

年
20

58
 

20
62

年
20

63
 

20
67

年
20

68
 

20
72

年
20

73
 

20
77

年
20

78
 

20
82

年
20

83
 

20
87

年
20

88
 

20
92

年
20

93
 

20
97

年
20

98
 

21
02

年
21

03
 

21
07

年
21

08
 

21
12

年
21

13
 

21
17

年
21

18
 

21
22

年

資
産
額

百
万
円

 暦年度

資産の健全度（施設）

健全資産 経年化資産 ⽼朽化資産

健全資産
が0％に

- 18 -



（2）管路の健全度 
 管路の健全度は、2023 年（令和 5 年）から 2027 年（令和 9 年）の平均（5 カ
年）資産は、健全資産 50.0％、経年化資産 32.0％、⽼朽化資産 18.0％となっていま
す。しかし、現在のままで更新しなかった場合は、2063 年（令和 45 年）から 2067
年（令和 49 年）の平均（5 カ年）資産で健全資産 0.0％、経年化資産 17.5％、⽼朽
化資産 82.5％となります。 

 
表 3-7 管路の健全度                      単位：百万円 
 

年度 2020 年 
(現在) 

2023 
2027 年 

2028 
2032 年 

2033 
2037 年 

2038 
2042 年 

2043 
2047 年 

2048 
2052 年 

2053 
2057 年 

2058 
2062 年 

健全資産 2,905 2,651 2,409 1,901 1,231 931 738 423 40 
経年化資産 1,811 1,697 1,711 2,011 1,677 1,720 1,671 1,479 1,190 
⽼朽化資産 589 957 1,185 1,393 2,397 2,654 2,896 3,403 4,075 

計 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 
 

年度 2063 
2067 年 

2068 
2072 年 

2073 
2077 年 

2078 
2082 年 

2083 
2087 年 

2088 
2092 年 

2093 
2097 年 

2098 
2102 年 

2103 
2107 年 

健全資産 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
経年化資産 931 738 423 40 0 0 0 0 0 
⽼朽化資産 4,374 4,567 4,882 5,265 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 

計 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 5,305 
 

年度 2108 
2112 年 

2113 
2117 年 

2118 
2122 年       

健全資産 0 0 0       
経年化資産 0 0 0       
⽼朽化資産 5,305 5,305 5,305       

計 5,305 5,305 5,305       
 
※健全資産 ：経過年数が法定耐⽤年数以内の資産額 
 経年化資産：経過年数が法定耐⽤年数の 1.0 1.5 倍の資産額 
 ⽼朽化資産：経過年数が法定耐⽤年数の 1.5 倍を超えた資産額 
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図 3-7 管路の健全度 
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3.5 組織の⾒通し 
（1）組織体制 

 現在は、事務職員 2 名、技術職員 2 名の計 4 名で⽔道事業を運営していますが、今
後の⼈⼝減少により更に職員数の減少と合理化が求められるようになります。 

しかし、経営基盤、技術基盤の強化のため近隣⽔道事業との広域連携や官 との連
携、施設更新事業などにより⼀時的に業務作業量の増加が想定されます。⽔道事業を
⽀える⼈員体制の⾒直しが必要となります。 

 
表 3-8 2020 年（令和 2 年）現在と過年度の職員体制 
 2020 年（R2） 2019 年（R1） 増 減 
事務職員 2 ⼈ 2 ⼈ 0 ⼈ 
技術職員 2 ⼈ 2 ⼈ 0 ⼈ 
その他の職員 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈ 

計 4 ⼈ 4 ⼈ 0 ⼈ 
※2019 年決算書より、給与を負担している職員数を⽰す。 
 
事業体ごとの職員数

 
厚⽣労働省【資料３ ⽔道事業の基盤強化に関する現状と課題について】 
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第 4 章 経営の基本⽅針 
 
4.1 経営理念 

⽇本の⽔道は、コレラ等の⽔系伝染病の予防措置を⽬的として、1887 年（明治 20 年）
に初めて横浜市において整備され、通⽔が開始されました。1890 年（明治 23 年）の⽔
道条例制定の頃から、⽔道は、地⽅公共団体による整備、経営の原則、公益優先の⽅針
が定められ、その後、 間の企業にも 道の整備・経営が認められたものの、実態とし
て地⽅公共団体による事業を中⼼とし、⽔系伝染病の蔓延を防ぐため、その侵⼊のおそ
れのある港湾都市を中⼼に整備がなされました。 

そして当時の⽔道整備の⽅針は、現在の⽔道法にも受け継がれ、⽔道事業の経営主体
は原則として市町村であることが、現在の⽔道法にも明⽰されています。 
 ⽇本全体の⼈⼝減少に伴い、⽔道事業の規模の⼤⼩を問わず、給⽔⼈⼝や料⾦収⼊の
減少、⽔道施設の更新需要の増⼤、東⽇本⼤震災を踏まえた「強靭」のための抜本的な
⾒直し等、⾮常に厳しい事業環境の変化に直⾯することになります。⽔道が直⾯するこ
れらの課題に対し、⽔道の「安全」や経営基盤を確⽴して事業の「持続」のための解決
や適応を図るには、関係者が⼀つの理念を共有し、それぞれの役割を果たしつつ、強い
つながりの下で⼀丸となって対応していく必要があり、厚⽣労働省では、「新⽔道ビジ
ョン（平成 25 年 3 ⽉策定）」を策定し、基本理念として「地域とともに、信頼を未来に
つなぐ⽇本の⽔道」を掲げております。 

⾚平市においても、『継続し安全な＝安全な⽔道⽔の供給』、『未来へ＝次世代へつな
ぐ』を掲げた【持続し、安全な⽔道を未来へ】と定めました。 

 
【 経 営 理 念 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

持続し、安全な⽔道を未来へ 
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4.2 基本⽅針 
上下⽔道事業はお客様からの料⾦収⼊をもって運営されていることを改めて認識し、

多様化するお客様ニーズを的確に捉え、サービスの充実に努めます。 
信頼経営のための、災害に強いライフラインの確⽴と財政基盤の強化、⼈材の育成に

より、経営基盤を強化し、公営企業としてお客様に信頼される経営を⾏います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

安全 ⽔源の保持 ⽔源及びその集⽔区域などの環境の保護、⽔道⽔源
の⽔質保全 

安全安⼼な⽔道⽔の
供給 

定期的な⽔質検査の実施 
適切な施設整備の実施 
⽔源から給⽔栓までのリスク管理 

持続 財政基盤の強化 
 

資⾦・財政計画の検証・⾒直し 
（⾃⼰資本の充実、計画的な企業債の借⼊等） 

⼈材の育成 職員の資質の向上 
知識や技術を次世代へ継承。 

経営基盤の強化 サービス⽔準の検討とコスト縮減 
⽔道施設更新整備による計画的更新 
情報管理の⾼度化 
（設備・管路台帳システムの⾼度化） 

強靭 災害に強いライフラ
インの確⽴ 

⽼朽施設の修繕 
耐震対策等の実施 
災害対策マニュアル改定 

信頼 サービスの充実 積極的な情報開⽰ 
迅速な対応による顧客満⾜度の向上 

図 4-1 基本⽅針 
 

 

安 全 
⽔源を守り、安全安⼼な

⽔を安定供給 

持 続 
財政基盤の強化，⼈材の
育成，経営基盤を強化 

強 靭 
災害に強いライフライン

の確⽴ 

信 頼 
多様化するお客様ニーズ
を的確に捉え、サービス

の充実に努める 
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4.3 ⽬標設定 
 計画的な更新を⾏っていくため、⾚平市⽔道施設更新基準を定め計画的に更新を実施
します。 

⽬標は表 4-1 に⽰すとおり、事業実施年である 2023 年（令和 5 年）から 20 年後と
なる 2042 年（令和 24 年）の計画基準により更新した健全資産（施設更新 78.2％、管
路更新 49.5％）とします。 
 
表 4-1 ⽬標設定値（健全度） 

施設 健全度 
⾚平市基準 

2022 年 
 

2042 年 
(更新しなかった場合) 

2042 年 
(計画基準により更新) 

資産額
(百万円) 率 資産額

(百万円) 率 資産額
(百万円) 率 

施設
更新 

健全資産 780 70.0％ 547 49.1％ 871 78.2％ 
経年化資産 192 17.2％ 205 18.4％ 243 21.8％ 
⽼朽化資産 142 12.8％ 362 32.5％ 0 0.0％ 

管路
更新 

健全資産 3,290 43.9％ 970 13.0％ 3,706 49.5％ 
経年化資産 3,414 45.6％ 2,313 30.9％ 2,313 30.9％ 
⽼朽化資産 784 10.5％ 4,205 56.1％ 1,469 19.6％ 

※施設は、取⽔施設、浄⽔場、茂尻配⽔池、栄町増圧ポンプ場は含まない。 
（広域連携及び施設統廃合により、不要となる可能性があるため今回は除外） 
 
 
表 4-2 健全度の判定 
健全資産 ：経過年数が法定耐⽤年数以内の資産額 

法定耐⽤年数とは、機械、設備など減価償却資産の法定上の使⽤可能
な⾒積期間のことを⾔います。 

経年化資産：経過年数が法定耐⽤年数を超え、⾚平市更新基準年以下の資産額 
製品の品質・性能の変化が⾒られ、特に、摩耗・腐⾷などで性能が劣
化することを⾔います。 

⽼朽化資産：経過年数が⾚平市更新基準年を超えた資産額 
⽼朽化とは古くなり、役に⽴たなくなることを⾔います。 

 
⾚平市更新基準とは 

更新基準は、実質耐⽤年数を基本とし、「アセットマネジメントの参考資料「実使
⽤年数に基づく更新基準の設定例」及び「⽔道技術研究センターQ&A」を参考にし
て、⾚平市独⾃で施設と管路の更新基準『⾚平市更新基準 2020 年基準』を定めて
います。 
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第 5 章 投資・財政計画 
 
5.1 投資・財政計画 
（1）事業内容 

 ⾚平市更新基準により定めた更新年に基づき更新費⽤を算出した結果を踏まえ、下
記に⽰す事業を計画します。 

 
表 5-1 計画事業内容 

事業名 事業期間 計画事業費 
施
設 

取⽔・浄⽔場更新 2023 年から 2025 年まで (千円/20 年) 
611,748 

(千円/年) 
30,587 施設更新 2023 年から 2042 年まで 

管
路 

重要給⽔施設配⽔管※ 2025 年から 2029 年まで (千円/20 年) 
3,009,980 

(千円/年) 
150,499 管路更新 2023 年から 2042 年まで 

委託費 2023 年から 2042 年まで (千円/20 年) 
240,800 

(千円/年) 
12,040 

計 2023 年から 2042 年まで 
(千円/20 年) 

3,862,528 
(千円/年) 

193,126 
※重要給⽔施設配⽔管は交付⾦事業による実施を計画。 
 
〇交付⾦事業とは 

⽣活基盤施設耐震化等交付⾦は、平成 27 年度に厚⽣労働省において創設された交
付⾦であり、地⽅公共団体等が⾏う⽔道施設の耐震化の取組や⽼朽化対策、⽔道事業
の広域化の取組を 援することにより、国  活の基盤を強化し、もって公衆衛 の
向上と⽣活環境の改善に寄与することを⽬的としており、都道府県が取りまとめた⽣
活基盤施設耐震化等事業計画に基づく事業⼜は事務に要する経費に充てるため、厚⽣
労働省が都道府県に交付するものです。 

 
（2）財政シミュレーション 

財政シミュレーションは、次項「表 5-2~表 5-7」に⽰すとおりです。 
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5 
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8 
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収
⽀
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損
益

勘
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⾦
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資
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⼊
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定
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本
的

収
⽀

不
⾜

額
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⾦
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⾼
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負
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⾦
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蔵
品
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36
9,4

53
 

36
9,0

29
 

37
6,0

64
 

財
源

下
限

額
（

⾚
平

市
基

準
）

 
30

4,0
00

 
51

9,0
00

 
31

7,0
00

 
31

7,0
00

 
35

8,0
00

 
34

8,0
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⾼
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1,1
69

,75
0 

1,2
09

,45
6 

1,2
57

,32
8 

1,3
30

,41
7 

1,4
07

,54
8 

- 27 -



表
5-

5 
収

益
的

収
⽀

（
2）

 
（

単
位

：
千

円
）

 
20

31
年

 
20

32
年

 
20

33
年

 
20

34
年

 
20

35
年

 
20

36
年

 
20

37
年

 
20

38
年

 
20

39
年

 
20

40
年

 
20

41
年

 
20

42
年

 
 

 
 

R1
3 

R1
4 

R1
5 

R1
6 

R1
7 

R1
8 
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7 
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7 
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設
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良
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図 5-1 収益的収⽀ 

 

 
図 5-2 資本的収⽀と資⾦残⾼ 
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図 5-3 企業債残⾼ 
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（3）投資・財政計画の策定に当たっての説明 
①収⽀計画のうちの投資についての説明 

 次のような事業により投資計画（事業計画）を策定しました。 
【1.⽔道施設更新事業（施設の機器の更新事業）】 
 ⾚平市更新基準（施設）により更新年を定め、計画的に施設を更新します。 
 更新費⽤については、取得価格に建設⼯事デフレータをかけて現在価値として
算出した費⽤を計上しました。 
 
 表 5-8 ⾚平市更新基準（施設）             2020 年策定基準 

⼯種 細⽬ 
更新 
基準 

⼯種 細⽬ 
更新 
基準 

建築 躯体 1.40 機械 蓄電池電源設備 1.60 
建築 建築付属 2.00 機械 ポンプ設備 1.60 
⼟⽊ 躯体 1.25 機械 荷役設備 修繕対応 
⼟⽊ 構築物 修繕対応 機械 除塵設備 1.60 
⼟⽊ 配管・弁類等 1.25 機械 凝集設備 1.60 
電気 照明設備等 修繕対応 機械 沈澱設備 1.60 
電気 冷暖房・送⾵設備 1.60 機械 ろ過設備 1.60 

電気 ケーブル・配線、電
源設備 2.00 機械 薬品注⼊設備 1.60 

電気 通信設備 1.60 機械 活性炭注⼊設備 1.60 
電気 監視設備 1.60 計装 計装設備 1.40 
機械 構築物 2.00 計装 計量機器類 1.40 
機械 ⽔槽 1.60 計装 ⽔質計器 1.40 

      その他   修繕対応 
※⼟⽊の内構築物、電気の内照明設備、機械設備の内荷役設備、その他について
は、修繕対応とします。 
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【2.⽔道管路更新事業（⽼朽化した管路の更新）】 
 ⾚平市更新基準（管路）により更新年を定め、計画的に施設を更新します。 
 更新費⽤については、「⽔道事業の再構築に関する施設更新費⽤算定の⼿引き 
厚⽣労働省」により、更新価格を設定し算出しました。 
 
表 5-9 ⾚平市更新基準（管路）              2020 年策定基準 

管種 
更新 

基準年 
法定耐⽤ 

年数×〇倍 
管種 

更新 
基準年 

法定耐⽤ 
年数×〇倍 

ACP 60 1.50 HPPE/STK 100 2.50 
CIP 60 1.50 HPPE/SUS 100 2.50 
CIP ⾼ 60 1.50 PE 60 1.50 
DAP 60 1.50 SGP 60 1.50 
DAP、DKP 60 1.50 SGP/STK 60 1.50 
DGXP 100 2.50 SGPW 60 1.50 
DIP 60 1.50 SP 60 1.50 
DKP 60 1.50 STK 60 1.50 
DNS(E)P 80 2.00 SUS 60 1.50 
DNSP 80 2.00 VP 60 1.50 
DTP 60 1.50 VP(RR) 60 1.50 
GNG 60 1.50 WE 60 1.50 
GP 60 1.50 WE・SGP 60 1.50 
HIVP 60 1.50 WE・STK 60 1.50 
HPPE 100 2.50 WEET 60 1.50 

※更新年は、簡易⽀援ツール（厚⽣労働省）、関  道研究会、⽇⽔協等公表関
連情報により選択し決定しています。 
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【3.重要給⽔施設配⽔管整備事業（重要給⽔施設への管路の耐震化）】 
 更新事業の内、茂尻地区及び栄町地区の配⽔管の整備（耐震化）を交付⾦事業
により、2025 年（令和 7 年）から 2029 年（令和 11 年）までを計画しました。 
 
表 5-10 重要給⽔施設配⽔管整備事業 

地区名 ⼝径 延  備 考 
茂尻地区 φ75 250ｍｍ 2.48ｋｍ 2025 年から 

2027 年 
栄町地区 φ75 150ｍｍ 1.37ｋｍ 2028 年から 

2029 年 
※交付⾦事業「令和 2 改訂版 ⽔道事業実務必携 全国簡易⽔道協議会」より 

⼤事項：⽔道施設等耐震化事業 
中事項：緊急時給⽔拠点確保当事業 
⼩事項：重要給⽔施設配⽔管 

 
②収⽀計画のうちの財源についての説明 

【1.国庫補助⾦及び交付⾦】 
（1）国庫補助⾦ 

2019 年（平成 31 年）から 2020 年（令和 2 年）に⽔道⽔源開発等施設整備費
（緊急対策に限る）国庫補助事業を実施しているため、2020 年（令和 2 年）に
資本的収⽀で国庫補助⾦の 59,812（千円）を⾒込みます。 
（2）交付⾦ 
 重要給⽔施設配⽔管整備事業として茂尻地区及び栄町地区の配⽔管整備費とし
て 2025 年（令和 7 年）から 2029 年（令和 11 年）までの交付⾦を⾒込みます。 
 
表 5-11 国庫補助⾦及び交付⾦                 単位：千円 

年度 2020  2025 2026 2027 2028 2029  
国庫補助⾦ 59,812  15,600 15,600 15,600 11,100 11,100  
交付⾦(茂尻地区）   15,600 15,600 15,600   補助率：1/4 
交付⾦(栄町地区)      11,100 11,100 補助率：1/4 

※交付⾦事業（補助率 1/4） 
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【2.⼀般財源の繰⼊⾦（補助⾦）】 
（1）過年度決定補助⾦ 

2020 年（令和 2 年）から 2028 年（令和 10 年）については、過年度により財
政課と協議し決定したものです。 

 
表 5-12 収益的収⽀（3 条）⼀般会計補助⾦           単位：千円 

年度 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 
8 次閉⼭炭鉱分 5,966 5,065 4,139 3,189 2,214 1,292 616 129  
8 次無⽔源地域分 400 350 300 249 196 143 90 46 17 
平岸地区整備事業 860 636 403 179 35     
過去の未繰⼊分 11,265 11,265 11,265 11,265 11,265 11,265 11,265 11,265 11,265 

計 18,491 17,316 16,107 14,882 13,710 12,700 11,971 11,440 11,282 
 
表 5-13 資本的収⽀（4 条）⼀般会計補助⾦           単位：千円 

年度 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 
8 次閉⼭炭鉱分 34,735 35,637 36,565 37,513 38,488 28,393 23,145 8,151  
8 次無⽔源地域分 2,325 2,375 2,425 2,476 2,529 2,583 1,905 1,544 1,046 
平岸地区整備事業 5,541 5,764 5,997 4,584 993     
過去の未繰⼊分 16,004 16,004 16,004 16,004 16,004 16,004 16,004 16,004 16,004 

計 58,605 59,780 60,991 60,577 58,014 46,980 41,054 25,699 17,050 

 
（2）本計画（更新計画）における⼀般会計繰⼊⾦ 
 今回改定における改定率の設定に際しては、市 の負担増を考慮し、 般会計
からの繰⼊を⾒込みます。⼀般会計からの繰⼊⾦は、事業開始となる 2023 年
（令和 5 年）より 2042 年（令和 24 年）を予定します。 
 
表 5-14 更新計画による⼀般会計繰⼊⾦             単位：千円 

年度 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 
⼀般会計繰⼊⾦ 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 

 

年度 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 
⼀般会計繰⼊⾦ 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 

 

年度 2041 2042        
⼀般会計繰⼊⾦ 15,000 15,000        
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【3.⽔道料⾦の値上げ】 
 ⽔道使⽤料改定は、市 の負担を軽減させるために段階的（5 年毎を 2 回に分
けて）に改定を⾏います。 
 
表 5-15 ⽔道料⾦の値上げ 

料⾦改定年（予定） 料⾦改定率 備考 
2023 年 1 回⽬：2023 年 

2 回⽬：2025 年 
9.5％値上げ 

 
料⾦＝供給単価

×9.5％ 

⼀般会計からの繰⼊
も考慮している。 

2028 年 1 回⽬：2028 年 
2 回⽬：2030 年 

2033 年 1 回⽬：2033 年 
2 回⽬：2035 年 

2038 年 1 回⽬：2038 年 
2 回⽬：2040 年 

 
【4.企業債】 
 次世代への負担とならないための企業債の借⼊率を選定します。経営⽐較分析
（企業債残⾼対給⽔収益⽐率）の道内類似団体の平均値×2 倍＝786％（最⼤率）
を企業債残⾼上限額として設定します。 
 
【5.資⾦残⾼】 

資⾦残⾼（財源下限額）については、単年度に必要な資⾦を設定します。 
資⾦残⾼＝建設改良費+臨時修繕費（固定額）+企業債償還⾦ 
臨時修繕費は、機器単体価格の最⼤値である緊急時のポンプ更新費⽤分として 
60,000 千円を⾒込みます。 
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5.2 今後の検討予定 
（1）⽔道施設の最適化 

主要施設の更新時期に向けて、将来の⽔需要等踏まえた各施設の最適な規模や配置
等を検討します。また、より安定した⽔運⽤ができるように給⽔区域の再編や配⽔管
網のブロック化、⽔需要の減少に伴い更新管路⼝径のダウンサイジングを検討します。 

（2）協議・調整事項 
広域連携については、関係機関との協議・調整が必要であり、2021 年からの協議

を予定しております。 
協議の結果、整備内容について⾒直しが必要となる場合は、その結果を本経営戦略

のフォローアップ時に反映します。 
（3）施設の統廃合計画 

 茂尻配⽔池は、現在の給⽔⼈⼝による主配⽔池の容量で茂尻地区の配⽔が可能であ
るため、廃⽌可能な施設です。また、主配⽔池から栄町配⽔池への送⽔は、⾃然流下
で流⼊可能であるため、栄町増圧ポンプ場は廃⽌が可能な施設となっています。しか
し、茂尻配⽔池は塩素注⼊を⾏っているため、廃⽌した場合は主配⽔池の塩素注⼊が
増加する可能性があります。さらに、⽔圧及び流量⽅向の変動による⾚⽔の発⽣の可
能性があるため、各地区の単位⽔量の⾒直しから、再計画する必要があります。広域
連携と合わせて全体計画を⾏い、その結果を本経営戦略のフォローアップ時に反映し
ます。 
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第 6 章 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 
 

6.1 経営戦略のフォローアップ 
「経営戦略」計画期間を現時点で投資計画の確定（現⾏投資計画）している 2020 年
（令和 2 年）から 2022 年（令和 4 年）までの 3 年間と実施計画を予定している 2023
年（令和 5 年）から 2032 年（令和 14 年）までの 10 年間を含む 13 年間（2020 年か
ら 2032 年まで）としました。 

2023 年（令和 5 年）以降は、⼈⼝減少や⽔需要の推移を⾒極めながら、５年毎に
⾒直し（評価と改善）を⾏う予定です。 

事業開始後は事後検証を⾏い、ＰＤＣＡサイクルにより計画事業の⾒直し・改善を
継続していきます。 

 
表 6-1 PDCA サイクル計画年次  
 2020 

R2 
2021 
R3 

2022 
R4 

2023 
R5 

2024 
R6 

2025 
R7 

2026 
R8 

2027 
R9 

2028 
R10 

2029 
R11 

2030 
R12 

2032 
R14 

財政ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ             
Plan(計画)             
Do(実⾏)             
Check(評価)             
Action(改善)             

※Check(評価)、Action(改善)は、2028 年（令和 10 年）の Do(実⾏)を⾏うために実
施するため、2 年前となる 2026 年（令和 8 年）に⾏います。 
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Plan(計画) 
更新計画の⽴案及び施設の統廃合、広域化への計画、施設規模の縮⼩（ダウンサイ
ジング）、耐震化計画といった計画を数値化（事業費の算出）します。 

 
Do(実⾏) 
 Plan(計画)が決まれば、次は Do(実⾏)です。事業計画における事業の実施を⾏い
ます。 

 
Check(評価) 
Do(実⾏)の内容は、Check(評価)で改善点を⾒つける必要があります。 
計画に対する評価（更新基準年、更新費⽤、事業の進捗状況等）を⾏います。 

 
Action(改善) 
Check(評価)した内容を元に、次回以降 Do(実⾏)がうまく機能するように改善する
段階です。事業の⾒直し（フォローアップ）を⾏います。 
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6.2 実績の検証⽅法 
検証⽅法としては、実施状況（進捗状況）の確認、更新価格の実績値の乖離検証を

⾏います。 
 
表 6-2 検証項⽬ 

検証項⽬ ⽤ 途 
⼈⼝の減少率と料⾦収⼊ ⼈⼝の減少は⽔道料⾦収⼊の減少に繋がります。 

将来⼈⼝の実積が予測を下回り、⽔道料⾦収⼊も
予測を下回った場合は、資⾦調達の⾒直しを⾏い
ます。 

事業費に関する事項 
・更新価格の差異 
 
 
 
 
・更新基準 

 
・更新価格は、物価変動（労務費の上昇及び諸経
費の変更等）により差異が⽣じます。 
計画時と実績により最適更新価格の再設定を⾏い
ます。 
 
・漏⽔事故及び機器故障頻度が増加した場合は、
更新基準の⾒直しが必要であるため、基準の⾒直
しを⾏います。 

企業債残⾼及び財源確保 企業債残⾼は、上限額を設けていますが、計画上
においては、最⼤となっているため、国庫補助事
業及び交付⾦事業を活⽤しながら、財源確保を実
施します。 

その他 
・事業の進捗率 
 
 
・緊急性の⾼い事業 

 
・計画した事業に向けての更新状況の確認を⾏い
ます。 
 
・広域連携の進捗状況等により事業の⾒直し（延
期）が必要と判断された場合は、再度⾒直しを⾏
います。 
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⾚ 平 市 経 営 戦 略 
2021 年（令和 3 年）3 ⽉ 

 
 

⾚平市上下⽔道課 
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北海道⾚平市泉町 4 丁⽬ 1 番地 
TEL:0125-32-2218   FAX:0125-32-0045 
URL:http://www.city.akabira.hokkaido.jp 
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